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研究プロジェクト研究者から①
～SIP緒方チーム 北海道教育大学の取組み～

姫野完治（北海道教育大学）



SIP緒方チームの研究体制

サブ課題 サブテーマ 研究機関 具体的な目標

サブ課題A OKLMデジタルツイン情報
基盤の研究開発

京都大学
緒方研究室

デジタル教材の配信基盤システムBookRollを構築(a-1①)
個人適応型のデータ駆動型教育の基盤システムとしてLEAFを
構築(a-3②)

大阪大学
村上研究室

人間中心のELSIガイドラインの作成(a-3①)

東北学院大学
稲垣研究室

学習データを用いた多様な指標・評価方法の提案(a-4①)

サブ課題B OKLMデジタルツイン応用
システムの構築と実証実験

京都大学
緒方研究室

教材、講義ビデオ、問題の推薦機能、グループ編成機能の構
築(b-X-X)

(株)内田洋行 教材、講義ビデオ、問題の推薦、グループ編成機能の実証評
価(b-X-X)

サブ課題C 個別最適な学びを実現する
仮想空間の開発

広島市立大学
毛利研究室

現実・仮想空間をシームレスにつなぐ学習環境の実現
(c-1-②) (c-2-①)

サブ課題D 初等中等教育を中心とした
実証実験

北海道教育大学
姫野研究室

小・中・高・大学における実証(d-1①) - 特に北海道地域

(株)内田洋行 小・中・高・大学における実証(d-1①)



北海道教育大学チームの研究



私たちが生きる今後の社会

内閣府（2012）



私たちが生きる今後の社会

参照：内閣府（2006）人口動態について ※国土交通省「国土の長期展望」（2011年）をもとに作成。
2010年以前の人口：総務省「国勢調査」、国土庁「日本列島における人口分布の長期時系列分析」（1974年）



私たちが生きる今後の社会



北海道における少子化と学校統廃合

2023.6.27読売オンライン 2023.12.12 マネーポストWEB

▹すでに高校のない市町村はかなり存在している
▹現在は、義務教育学校へ移行して、何とか一市町村に一校を維持しているが、
近いうちに学校のない市町村が出てくることも予想される



北海道の高校のない地域を訪ねると…

産業が安定しているので、いますぐ小中学校がなくなることはない。
けれども、人口減少は加速度的に進んでいる。
10年後の地域の姿がイメージできない状況になってきている。

「ここから通える高校はあります。そこに行くなら勉強しなくても合
格できます。でも大学進学を考えると、そこでは難しい。なので、中
学卒業と同時に、家族で進学校のある街へ引越すケースも多くありま
す。そこから親御さんが働きに来ます。
子どもに力をつけることが学校の大きな役割ですし、後押ししたい。
けれど、学力を高めれば高めるほど、地域は衰退してしまう。」
（校長談）

高校の学習環境と地域の衰退



－人口減少と高校の統廃合の状況
▹高校のクラス数減少 ⇒教師数が減る
▹授業数の少ない教科の教師を置くことが難しい
▹生徒の進学の幅に対応することが難しい
▹フルに教師を配置できない学校へ近隣校から応援
⇒センター校と地域キャンパス校

北海道の教育事情：T-base設置までの経緯



－2021年(R3)3月
北海道有朋高校内にT-base（遠隔授業配信センター）を設置

北海道の教育事情：T-base設置までの経緯



－授業配信の状況 2023年度31校 週235時間配信 受講者数延べ779名

T-baseにおける授業の状況



－遠隔教育だからこそ重要になる学習履歴
▹遠隔授業における課題
・生徒の手元を見ることが難しい
・ノートを提出しても過程が見えない

▹2校への配信授業でLEAFシステムを導入
天塩高校：数学
寿都高校：英語

▹教師が学習履歴を分析することに加えて、
生徒自身が学習履歴を分析する実践を

北海道教育大学チームが進めている研究概要



ー遠隔でLEAFシステムを導入する上でのメリットと課題
▹システムに慣れると学習過程が可視化され、授業に役立つ

▹初期段階のハードルをいかに超えるか
・タッチペンでマーカーを引く操作性
・授業で使うマニュアルの不足
・教科によって異なる必要データ

▹導入時のワークシートの開発

北海道教育大学チームが進めている研究概要



英語にLEAFシステムを導入するにあたって



①LEAFシステムを用いた実践の検証方法の確立
▹緒方チームで共通に用いる枠組みを開発？
▹ログ、テスト、アンケート

②LEAFデータへの研究者のアクセス
▹研究者IDを必ず設けておく
▹ログパレで何ができるのか（自己調整学習に生きる履歴の可視化）

③LEAFシステムにおける学びとユーザビリティの向上
▹授業に取り入れるハードルを下げる工夫(教科別ワークシートなど)
▹マニュアルがあり過ぎても困るがなさ過ぎても困る

今後に向けての課題



－教育改善のための学習データの利活用の分類

日本学術会議（2020）教育のデジタル化を踏まえた学習データの利活用に関する提言

今後、どのように実践の効果を検証するか

対象 誰のため 目的の例

個人

学習者
・個人に適した教材や問題の推薦による学習効果の向上
・過去や現在の学習データを用いた、理解度の予測などによる、個人の
学習状況の把握

教員
・クラス全体や個々の学習者のつまずき箇所の発見などによる教材や授
業設計の改善
・自動採点など、学習データの利用による教員の負荷の軽減

保護者 ・自分の子どもの学習状況、学習意欲などの把握

教育機関 組織の管理者
・学習データに基づくカリキュラムの最適化
・教員や学習者の最適な配置

国全体

政策立案者 ・エビデンスに基づく教育政策の立案と評価

研究者 ・大規模な縦断的・横断的で他を用いた学習者の成長過程の研究

市民 ・教育に関する諸問題をデータを用いて社会全体で議論



－学習データの利活用の効果をどのように可視化するか

今後、どのように実践の効果を検証するか

対象 誰のため 目的の例 どのように効果を測定するか

個人

学習者
・学習効果の向上
・個人の学習状況の把握

・テスト、アンケート
・学習時間、学び方、意欲の変化

教員
・個々/集団のつまずき箇所の発見
・教材や授業設計の改善
・教員の負荷の軽減

・アンケート、データ無との比較
・授業研究（発話、動き、教材）
・労働時間、働き方、授業準備

保護者 ・子どもの学習状況、意欲の把握

教育機関 組織の管理者
・カリキュラムの最適化
・教員や学習者の最適な配置

国全体

政策立案者 ・教育政策の立案と評価

研究者 ・学習者の成長過程の研究

市民 ・教育問題について社会全体で議論


